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○産業廃棄物税条例施行規則 

平成十六年十一月三十日 

宮城県規則第百十三号 

改正 平成一七年三月三一日規則第九〇号 

平成一九年二月二〇日規則第一〇号 

平成二五年一二月二七日規則第八三号 

平成二七年一二月二八日規則第一二〇号 

平成二八年三月三一日規則第五七号 

平成二八年七月一二日規則第九八号 

産業廃棄物税条例施行規則をここに公布する。 

産業廃棄物税条例施行規則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、産業廃棄物税条例（平成十六年宮城県条例第十九号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（課税地） 

第二条 知事は、条例第三条第二項の規定により別に課税地を指定したときは、遅滞なく、

産業廃棄物税課税地指定通知書により、特別徴収義務者又は納税者に通知するものとする。 

（課税標準の端数計算） 

第三条 産業廃棄物税の課税標準である重量を計算する場合において、その重量に〇・〇〇

一トン未満の端数があるとき、又はその全重量が〇・〇〇一トン未満であるときは、その

端数重量又はその全重量を切り捨てる。 

（換算して得た重量） 

第四条 条例第六条第二項の規則で定めるところにより換算して得た重量は、次の表の上欄

に掲げる産業廃棄物の種類（種類ごとの容量を計測できない産業廃棄物にあっては、その

主たる産業廃棄物の種類）に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる換算係数を当該産業廃棄

物の容量に乗じて得た重量とする。 

産業廃棄物の種類 換算係数 

一 燃え殻（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七

号。以下この表において「廃棄物処理法」という。）第二条第四項第一号に掲

げる燃え殻をいう。） 

一・一四 

二 汚泥（廃棄物処理法第二条第四項第一号に掲げる汚泥をいう。） 一・一〇 
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三 廃油（廃棄物処理法第二条第四項第一号に掲げる廃油をいう。） 〇・九〇 

四 廃プラスチック類（廃棄物処理法第二条第四項第一号に掲げる廃プラスチッ

ク類をいう。） 

〇・三五 

五 紙くず（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和四十六年政令第三

百号。以下この表において「廃棄物処理法施行令」という。）第二条第一号に

掲げる紙くずをいう。） 

〇・三〇 

六 木くず（廃棄物処理法施行令第二条第二号に掲げる木くずをいう。） 〇・五五 

七 繊維くず（廃棄物処理法施行令第二条第三号に掲げる繊維くずをいう。） 〇・一二 

八 食料品製造業、医薬品製造業又は香料製造業において原料として使用した動

物又は植物に係る固形状の不要物（廃棄物処理法施行令第二条第四号に掲げる

固形状の不要物をいう。） 

一・〇〇 

九 廃棄物処理法施行令第二条第四号の二に掲げる産業廃棄物 一・〇〇 

十 ゴムくず（廃棄物処理法施行令第二条第五号に掲げるゴムくずをいう。） 〇・五二 

十一 金属くず（廃棄物処理法施行令第二条第六号に掲げる金属くずをいう。） 一・一三 

十二 ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず（廃棄物処理法施行令第二

条第七号に掲げるガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くずをいう。） 

一・〇〇 

十三 鉱さい（廃棄物処理法施行令第二条第八号に掲げる鉱さいをいう。） 一・九三 

十四 工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたコンクリートの破片その他こ

れに類する不要物（廃棄物処理法施行令第二条第九号に掲げるコンクリートの

破片その他これに類する不要物をいう。） 

一・四八 

十五 動物のふん尿（廃棄物処理法施行令第二条第十号に掲げる動物のふん尿を

いう。） 

一・〇〇 

十六 動物の死体（廃棄物処理法施行令第二条第十一号に掲げる動物の死体をい

う。） 

一・〇〇 

十七 廃棄物処理法施行令第二条第十二号に掲げる産業廃棄物 一・二六 

十八 廃棄物処理法施行令第二条第十三号に掲げる産業廃棄物 一・〇〇 

備考 換算係数は、産業廃棄物の容量一立方メートル当たりのトン数とする。 

（特別徴収義務者の指定の通知） 

第五条 県税事務所長は、条例第九条第二項の規定により特別徴収義務者を指定したときは、

産業廃棄物税特別徴収義務者指定通知書により当該特別徴収義務者に通知するものとす
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る。 

（特別徴収義務者の証票を亡失した場合の措置） 

第六条 条例第十条第二項の規定により特別徴収義務者の証票の交付を受けた者は、その証

票を亡失したときは、遅滞なく、産業廃棄物税特別徴収義務者証票亡失届出書を県税事務

所長に提出するとともに、産業廃棄物税特別徴収義務者証票再交付申請書により、証票の

再交付を申請しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、条例第十条第六項の規定により証票を返す場合において、そ

の証票を亡失しているときは、産業廃棄物税特別徴収義務者証票亡失届出書を県税事務所

長に提出すれば足りる。 

３ 県税事務所長は、前二項の規定による届出を受理したときは、直ちに当該届出に係る証

票が無効である旨を公告するものとする。 

（期間等の指定の通知） 

第七条 県税事務所長は、条例第十一条第二項又は第十四条第二項の規定により別に納入又

は納付に係る期間又は期限を指定したときは、産業廃棄物税の納入（納付）に係る期間等

指定通知書により通知するものとする。 

（徴収猶予の通知） 

第八条 県税事務所長は、条例第十二条第一項の規定による申請書を受理したときは、審査

の上処分を決定し、遅滞なく、産業廃棄物税徴収猶予処分通知書により特別徴収義務者に

通知するものとする。 

（更正又は決定の通知） 

第九条 県税事務所長は、法第七百三十三条の十六、第七百三十三条の十八又は第七百三十

三条の十九の規定により産業廃棄物税に係る徴収金の更正又は決定をしたときは、産業廃

棄物税更正・決定・加算金決定通知書兼徴収金納額告知書により特別徴収義務者又は納税

者に通知するものとする。 

（電磁的記録等による保存） 

第十条 条例第十六条第二項に規定する帳簿の保存に代わる電磁的記録等の保存について

は、ゴルフ場利用税の例による。 

（賦課徴収） 

第十一条 産業廃棄物税の賦課徴収については、第二条から前条に定めるものを除くほか、

宮城県県税条例施行規則（昭和二十九年宮城県規則第七十六号）第三条、第六条の二、第

八条から第八条の三まで、第九条の二から第十二条まで、第十二条の六から第十五条まで、
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第十六条第一項及び第十七条から第二十条の三までの規定を準用する。この場合において、

同規則第三条第二項第一号から第三号まで及び第五号並びに第三項第二号、第十三条並び

に第十七条第四号中「県税」とあるのは「産業廃棄物税」と、同規則第六条の二第一項及

び第二項、第十一条並びに第十六条第一項中「条例」とあるのは「産業廃棄物税条例第十

七条の規定により準用する宮城県県税条例」と、同規則第六条の二第二項及び第二十条の

三第一項中「県税の」とあるのは「産業廃棄物税の」と、同規則第十条中「条例」とある

のは「産業廃棄物税条例」と、同規則第十七条中「条例第十六条第三項（条例第十六条の

二第四項及び第十六条の三第二項において準用する場合を含む。）」とあるのは「産業廃

棄物税条例第十七条の規定により準用する宮城県県税条例第十六条第三項」と読み替える

ものとする。 

（文書の様式） 

第十二条 条例及びこの規則の規定による通知書その他の書類の様式は、次の表の当該各項

に対応する様式第一号から様式第十八号までによるものとする。 

様式 書類等の名称 根拠条文 

様式第一号 産業廃棄物税課税地指定通知書 第二条 

様式第二号 産業廃棄物税特別徴収義務者指定通知書 第五条 

様式第三号 産業廃棄物税特別徴収義務者登録申請書 条例第十条第一項 

様式第四号 産業廃棄物税特別徴収義務者証票 条例第十条第二項 

様式第五号 産業廃棄物税特別徴収義務者登録事項変更届出書 条例第十条第五項 

様式第六号 産業廃棄物税特別徴収義務消滅届出書 条例第十条第六項 

様式第七号 産業廃棄物税特別徴収義務者証票亡失届出書 第六条第一項及び第二

項 

様式第八号 産業廃棄物税特別徴収義務者証票再交付申請書 第六条第一項 

様式第九号 産業廃棄物税納入申告書 条例第十一条第一項 

様式第十号 産業廃棄物税の納入（納付）に係る期間等指定通

知書 

第七条 

様式第十一号 産業廃棄物税徴収猶予申請書 条例第十二条第一項 

様式第十二号 産業廃棄物税徴収猶予処分通知書 第八条 

様式第十三号 産業廃棄物税還付（納入義務免除）申請書 条例第十三条第一項 

様式第十四号 産業廃棄物税の還付（納入義務免除）申請に係る条例第十三条第三項 
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通知書 

様式第十五号 産業廃棄物税納付（修正）申告書 条例第十四条第一項及

び第三項 

様式第十六号 産業廃棄物税更正・決定・加算金決定通知書兼徴

収金納額告知書 

第九条 

様式第十七号 産業廃棄物税最終処分場設置届出書 条例第十五条第一項 

様式第十八号 産業廃棄物税最終処分場変更届出書 条例第十五条第二項 

２ 知事は、産業廃棄物税の賦課徴収に係る文書の様式について必要があるときは、宮城県

県税条例施行規則の各様式について前項の例に準じて所要の調整を加えた様式によるこ

とができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成十七年四月一日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から

施行する。 

（条例の施行のための準備） 

２ 条例附則第四項の規定により行う特別徴収義務者の登録の申請は、この規則の施行の日

前においても、第十二条の規定の例により行わなければならない。 
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附 則（平成一七年規則第九〇号） 

この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成一九年規則第一〇号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の産業廃棄物税条例施行規則様式第十六号による書類は、当分の間、改正後の産

業廃棄物税条例施行規則様式第十六号によるものとみなす。 

附 則（平成二五年規則第八三号） 

この規則は、平成二十六年一月一日から施行する。 

附 則（平成二七年規則第一二〇号） 

この規則は、平成二十八年一月一日から施行する。 

附 則（平成二八年規則第五七号） 

この規則は、平成二十八年四月一日から施行する。 

附 則（平成二八年規則第九八号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号 

様式第２号 

（平17規則90・平28規則57・一部改正） 

様式第３号 

（平27規則120・一部改正） 

様式第４号 

様式第５号 

（平27規則120・一部改正） 

様式第６号 

（平27規則120・一部改正） 

様式第７号 

様式第８号 

（平27規則120・全改、平28規則98・一部改正） 

様式第９号 

（平17規則90・平27規則120・一部改正） 

様式第10号 

（平17規則90・平28規則57・一部改正） 

様式第11号 

（平27規則120・一部改正） 

様式第12号 

（平17規則90・平28規則57・一部改正） 

様式第13号 

（平27規則120・一部改正） 

様式第14号 

（平17規則90・平28規則57・一部改正） 

様式第15号 

（平17規則90・平27規則120・一部改正） 

様式第16号 

（平17規則90・平19規則10・平25規則83・平28規則57・一部改正） 

様式第17号 

（平27規則120・一部改正） 
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様式第18号 

（平27規則120・一部改正） 

 


